
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、22年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

特になし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

585,094 214,67660,740

区　　分

　　　　　千円

8,626,421

千円

22年度

22年度

人

167

実 質 収 支

千円千円

17,575 797,957

区　　分
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人 千円

給　 料 職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ

14.1

%千円

21年度の人件費率Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

1,220,073

人 件 費 率

%

14.6

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（22年度末）

市川三郷町の給与・定員管理等について

（参考）

平成２３年版

人 件 費

（参考）類似団体平均

期末・勤勉手当

一人当たり

千円千円 千円

一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

5,153 5,555860,510

（市川三郷町人事行政の運営等の状況報告）
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２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）
（　単位　：　円　）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）
①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参　　考

A/B

－

歳 円 0.93

－

－

－

－

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２０～２２年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与額の額を加えた試算値である。

③看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

－

－ － －

－ －

－

－ － －

－ －

調理員 43.1 274,400

402,500 424,600

平均給与月額（B)

－ － －281,176円

最高号給の
給料月額

243,700 309,200 356,400

平均年齢

390,100

対応する民間の
類似職種

平均給与月額
（国ベース）

（国ベース）

公　　務　　員

335,675

民　　　間

397,723

415,536

１号給の
給料月額

135,600 185,800 222,900

区　　分

246,700円

う ち 学 校 給 食 員

市川三郷町 17人

平均給料月額

343,856

平均給与月額（国ベース）

374,939417,341

300,551

251,557

343,856

国

山梨県

49.7歳

区　　分

類似団体

C/D

255,082

274,304円

年収ベース（試算値）の比較

321,662円

285,185円

321,662円

295,456円

252,475円

252,100円

359,815円

252,100円 254,850円

- -

49.3歳

-

386,049円334,046円

平均給与月額
（A）

57.8歳 2人

平均年齢 職員数

283,862円

19人

42.8

43.2

316,600

369,308

344,928

327,205国 42.3

43.3 320,558

公務員（C）

1人

261,900 289,200 320,600

５級 ６級

民間（D）

-

平均給与月額

33.8

40.8 292,039

45.5 314,065

- -

3,634,600円

- -

4,011,041円 1.10

-

区　　分

山梨県 43.0

市川三郷町

355,717

平均年齢 平均給料月額

市川三郷町

う ち 学 校 給 食 員

う ち 自 動 車 運 転 手

337,597

国

246,840

類似団体

区　　分 平均年齢 平均給料月額

参　考

49.5歳 3,689人

市川三郷町

う ち 自 動 車 運 転 手 60.7歳

52.4歳

山梨県

類似団体

168人

１級 ２級 ３級 ４級

343,187

334,256

平均給与月額
平均給与月額

373,791

397,773
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（2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

-

経験年数１０年

--

経験年数２０年

146,700

山梨県

-

市川三郷町

看護・保健職

334,550

-

293,083

国

206,900

178,800

大　学　卒

129,200

246,967

172,200

高　校　卒

中　学　卒

高　校　卒

区　　　　　分

140,100

137,200

129,200

一般行政職

-

-

大　学　卒

140,100

198,300

-

-

大　学　卒

技能労務職

一般行政職
高　校　卒

区　　　　分

-

--
技能労務職

看護・保健職 -

高　校　卒

大　学　卒

中　学　卒 -

172,200

     -

経験年数１５年

144,500
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２　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

（注）１　市川三郷町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

勤務実績に応じて勤勉手当の支給率を反映している。
現在、今後の昇格昇給等に反映させるため人事評価を試行している。

8.1

構成比

主任

課長

18.9

人

区　　分 標準的な職務内容

1　　級

4.1

3　　級

主事・主事補

2　　級

主幹・主幹係長

主幹係長・課長

主査・主査係長

4　　級

5　　級

%

%
6　　級

%

12

%

人

職員数

6

15 10.1

30.445

%

%

42

人

28

28.4

人

人

人
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10.1%
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２級
8.1%

２級
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）】

勤務実績に応じて勤勉手当の支給率を反映している。

現在、今後の昇格昇給等に反映させるため人事評価を試行している。

（2) 退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

該当なし

 (4) 特殊勤務手当

日額　　　　　　　　　１，０００円
捕獲及び薬殺の作業

行旅病人又は死亡人の処理作業

人の取扱い業務

47.50

59.28

に従事した職員処理手当

行旅病人及び死亡人

支給職員1人当たり平均支給年額（２２年度決算）

野犬捕獲等の作業手当
職員 に関する業務

59.2847.50

33.50

山梨県

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

1,240 1,572

５１６千円

59.28

市川三郷町

2.60 1.35

23.50

１人当たり平均支給額（22年度）

４６，９０９円

5.70%

59.28

59.28

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

1.35

23.50

国

処理　　１件　　　　１，０００円

支給実績（22年度決算）

手当の名称

野犬の捕獲等の作業に従事する

1.35

国

30.55

職制上の段階、職務の級等による加算措置

0.65

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

30.55

2.60

市川三郷町

0.65

41.3441.34

救護　　１件　　　　　　５００円

主な支給対象職員

3手当の種類（手当数）

―

0.65

2.60

1.45

１人当たり平均支給額（22年度）

役職加算5～15％

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度）

59.28

14,433

1.45

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.50

1.45

907

行旅病人の救護、死亡

税務手当

左記職員に対する支給単価

税務事務に従事した職員

主な支給対象業務

月額　　係長　　　　５，０００円

　　　　　課員　　　　４，０００円

町税の賦課及び徴収
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２３年４月１日現在）

円

国の制度と 支給職員１人当たり
平均支給年額

支給実績
（22年度決算）

14,861

2.自動車等の使用者通勤の
ために自動車等の使用を常
例とすること、徒歩により通
勤するものとした場合の通
勤距離が片道2㎞以上であ
ること

平成23年
4月1日廃
止

20㎞～25㎞

30㎞～35㎞

60㎞～

55㎞～60㎞

16,100円

1.交通機関等の利用者通勤
のために交通機関等の利用
を常例とすること、運賃等の
負担を常例とすること、徒歩
により通勤するものとした場
合の通勤距離が片道2㎞以
上であること運賃等相当額
が55,000円以下については
運賃等相当額

家賃23,000円を超
え55,000円未満

同

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 19,743

同

手　当　名 内容及び支給単価

家賃55,000円以上

（22年度決算）

２２８，９６７円

１１０，８１１円１０，６３８千円

２０，８３６千円

２９８，２３１円

24,028

扶養手当

国は、所
有する住
宅に対す
る制度は
無し

家賃-
12,000円

（家賃-
23,000円）
×1/2＋
11,000円

27,000円

11,000円

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ）

住居手当

異なる内容

102職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ）

76職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

1人（配偶者非扶養）

1.職員の居住する借家・借間
自ら居住するための住宅を
借り受け、現に当該住宅に
居住し、月額12,000円を超え
る家賃を支払っている職員

国の制度
との異同

21,800円

配偶者

1人（配偶者なし）

40㎞～45㎞

～5㎞

10㎞～15㎞

25㎞～30㎞

同

家賃23,000円以下

5,000円

13,000円

6,500円

千円

５,６６６千円

4,565

2.自宅その所有に
かかる住宅に居住
している職員で世
帯主であるもの

５１，８９２円６，１７５千円

管理職手当

宿日直手当

4,100円

特定期間の加算

23,600円

24,500円

20,900円

2,000円

6,500円

18,500円

8,900円15㎞～20㎞

同

11,300円

13,700円

35㎞～40㎞

50㎞～55㎞

5㎞～10㎞

45㎞～50㎞

22,700円

通勤手当
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５　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

給料月額×42/100×在任月数 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

167178

-

94

１８年

2

50

11

152 148

41

28

108

13

-

13

32

33

33

14

6

17

37

32

156

19

１７年

4

62

9

164

39

14

17

3

13

6

13

28

148

１９年

2

57

10

106

157

149

2327

21

143

24

-

23

-

146

8 7

46

11

35

43

2

47

11

33

13

6

798,000

3.30

157,000

11

5

10

52

22

13

5

13

31

27

164

113

157,000

議 長 230,000

280,000

258,000

340,000

180,000
報

酬

（参考）類似団体における最高／最低額

319,000

副 議 長

区 分 給 料 月 額 等

消防部門

教育部門

一
般
行
政
部
門

衛生

税務

総務

民生

商工

計

農水

合　　計

小　計

土木

その他

退
職
手
当

備　　　　考

市区町村長

[ 387 ］

26

23

7

26

45

147

100

-

180,000

期
末
手
当

市区町村長

議 員

　　（22年度支給割合）

3.90

議 長

議 員

1

水道・下水道

638,000

総務係と経理係の統合、
看護師、レントゲン技師の欠員不補充

介護福祉士増員46

116

16

16

230,000

町 長給

料

副 議 長

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

小　計

319,000

議会

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

　　（22年度支給割合）

病院

普
通
会
計
部
門

375

43

340 330 325

△ 3

7

47

△ 1

0

△ 1

2

△ 4

1

6

-

[ 　0 ］

318

[ 387 ］

320

[ 387 ］

2

三珠支所生涯学習スポーツ担当兼務のため

中部横断自動車道用地事務所派遣解除

保育士増員

政策推進室、三珠支所増員
地域医療調査検討委員会への派遣

0

0

4

主な増減理由

33

14

0

0

△ 1

つむぎの湯増員21

14

 対前年増減数
２１年

2

２２年

2

２３年

2

11

２０年

[ 387 ］

職 員 数

151

48

11

24

98

355

[ 387 ］ [ 387 ］

49

14

5

11

31
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（2)年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

(3定員管理の数値目標及び進捗状況

① 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（第1次） （単位：人・％）

（注） １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（特別職のうち教育長を含む）

②定員管理の数値目標

ア　平成２３年４月１日～平成２６年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）市川三郷町における定員管理の数値目標（数・率）

△ 19

△ 35

152 151

0

174 168

331

0

２２年
過去５年間
の増減数（率）

60歳52歳

（-8.47％）

（-11.38％）

（-9.83％）

△ 7

△ 9

0

△ 16

（-4.49％）

（-27.27％）

（--.--％）

326 319

公営企業等会計計 167 164

総合計 356 341

157

177

28

174

0

29

0

教育 33

一般行政

普通会計計 189

0

27 25

146

２０年

147 143

32037 48 1

56歳

～

計

未満

～

区　分

40歳20歳 24歳

～

28歳

～

44歳 48歳

以上51歳 59歳
～ ～ ～

人人 人人

～

23歳 27歳

20歳

1611 17

55歳

職員数
人

年度
１８年

部門別

3134

人人人人人 人 人

31歳 47歳

32歳

35歳 43歳

人

0

消防

～

29 66

２１年

156 148

30

１９年

36歳

39歳

～

２３年

149

24

0

173

148

321

321 309 12 △ 3.7%

平成23年4月1日 平成26年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

平成23年4月1日 平成26年4月1日 12人の削減

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成
比

%
（例）

8



(４)職員の採用及び退職等の状況 （平成22年度)

※　退職欄「その他」は、死亡等が含まれる。

（５）　職員採用試験の状況 （平成２２年度）

ア　実施日

イ　採用試験の実施状況

第1次合格者最終合格者数競争倍率

【人】 Ａ 【人】 Ｂ 【人】 Ｂ/Ａ　【％】 数 【人】 Ｄ 【人】 Ｂ/Ｄ　【倍】

技能労務職

63.6%

教 育 職

公 安 職

合 計

構成比（％）

0

0.0%

1

0

0

13

自己都合

2

退　　　　　職

一般行政職

医 療 職

採　用

7

4 1

0

0

0

4

定　年 勧　奨

7

0

1

2 0

0

0 0

0

0.0%

0

0

0

4

36.4%

0

0

3

5

2

0

職　　　種 第1次試験

事務職【Ⅰ】

1.0

最終合格発表日

12月2日

3月2日

第2次試験

保育士職

12月8日

保健師職

看護師職

12月6日

10月17日

10月17日

2月6日 3月7日

介護士職

4.0

3.0

1.0

1.0

680.0%

100.0%

11月1日

12月2日

申込者数

-12月2日

採用予定数

9月19日

職　　　種
受験者数

20

9

2 16

9

1

12月3日

12月6日

0

11

100％

100.0%

33

1100.0%

1

2

1

1

100.0%

1

2

受験率

看護師職

介護士職

保健師職

事務職【Ⅰ】

保育士職

1

1

4

224

1 2

2

福 祉 職 1 0 0 1

その他 合　計

0

0 1

0

9



７　職員の勤務時間　　　※全職種

①

②

日

休暇の種類
１公民権行使休暇
２裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

３骨髄提供休暇
４ボランティア休暇 ５日以内
５婚姻休暇 ５日以内
６妊娠中又は出産後の通院休暇 必要と認める時間
７分娩休暇 予定日前６週間～後８週間目に当たる日までの期間
８育児休暇 １日２回それぞれ３０分以内の期間
９配偶者出産休暇 ２日以内
１０男性職員の育児参加休暇 ５日以内
１１子の看護休暇 ５日以内
１２忌引き 必要と認める期間
１３父母の祭日休暇 １日
１４夏季休暇 ５日以内
１５感染症まん延防止休暇
１６住居喪失・損壊休暇
１７非常災害交通遮断休暇

１９生理休暇

（４）育児休業及び育児部分休業の取得状況 （平成22年度)
平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となった

育児休業 部分休業 職員（育児休業 うち育児休業 うち部分休業
取得者 取得者 等対象者数) 取得者数 取得者数

※１　「育児休業取得者」、「部分休業取得者」及び「うち両休業取得者」欄の上段は、平成22年度に新たに

　育児休業(部分休業)を取得した者、下段は、育児休業(部分休業)の期間が平成21年度から22年度にかけて

　引き続いている者の数。

※２　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」および「うち両休業取得者数」欄の上段の平成22年度に新たに育児休業を

　取得した者の数には、「平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業（部分休業）した職員」と

　「平成21年度中に育児休業が取得可能となったが、平成22年度に新規に育児休業（部分休業）した職員」の両方が含まれるので

　「平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち、育児休業取得者数」、「平成22年度中に新たに育児休業が

　可能となった職員のうち部分休業取得者数」及び「平成21年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち両休業取得者

　数」の各々と必ずしも一致するわけではなく、また下回ることはない。

（５）介護休暇の取得状況 （平成22年度)
介護休暇
取得者

12時00分

一般職員の勤務時間

5

1

2

　の官公署出頭休暇

終了時刻開始時刻

（３）特別休暇等の状況（平成２２年）

～8時30分 17時15分
13時00分

１週間の勤務時間

2
2

0
0
2

その他

その都度必要と認める期間

6.4

1

合　計

その都度必要と認める期間
その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間
その都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

0

男性職員 0 0

5 2

１８交通機関の事故等による不可抗力休暇

3

その都度必要と認める期間

2

2

その都度必要と認める期間

平成２２年１月１日～平成２２年１２月３１日の平均使用日数

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況

男性職員

女性職員

合　計

1
0
2

3 2

時間型中心 その他
休　　暇　　の　　取　　得　　形　　式

3

00
女性職員 0 0

0
0
0

３８時間４５分

休憩時刻

（１）勤務時間の状況（平成２３年４月１日現在）

0

合　計 全日型中心

10



８　職員の分限及び懲戒　　　※全職種
（１）分限処分数（平成２２年度）

（２）処分事由別分限処分件数
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

勤務実績が良くない場合

（法第28条第1項第1号)

心身の故障の場合

（法第28条第1項第2号、第2項第1号)

職に必要な適格性を欠く場合

（法第28条第1項第3号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第28条第1項第4号）

刑事事件に関し起訴された場合

(法第28条第2項第2号)

条例に定める事由による場合

(法第27条第2項)

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

（３）懲戒処分者数　（平成22年4月1日～平成23年3月31日)

（４）処分事由別懲戒処分件数 (平成22年4月1日～平成23年3月31日）

法令違反
（法第29条第1項第1号)
職務上の義務違反又は怠慢
（法第29条第1項第2号)
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第29条第1項第3号）

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

合計

合　計 失　職降　任 免　職 休　職 降　格
-0

3

失職

0

- - - -

区　　　　分

0

降任 免職 休職 降給

0

0

0

0

0

0

0 00 00

1 -
戒　告 減　給 停　職 免　職

合計

- - 1 - 1

免職

--

区　　　　分 戒告 減給 停職

-

2

3

2

01

-

0

0

合　　　　計

合　　　　計

法第28条第4項により失職した者

2 -

-

-

合　計

-

2
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９　職員の服務　　　※全職種

（１）服務規律の遵守（平成２２年度）

１０　職員の研修　　　※全職種

○主な研修実績（平成２２年度）

１１　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成２２年度決算）

１２　　職員の福祉及び利益の保護

（１）職員の厚生福利の実施状況（平成２２年度）
①職員の健康管理に関する取組状況

（２）職員の厚生福利の実施状況（平成22年度）
①職員の健康診断の実施状況

市川三郷町立病院への業務委託により、全職員を対象
に検診を行った。
（ただし、共済組合助成の人間ドック及び他の医療機関
での受診希望者は除く）検査費用については、町が全額
負担した。

市川三郷町立病院職員互助会

特に、職場におけるメンタルヘルス対策や、庁舎内・庁舎周辺の

319

・各種感染症予防や対応についての協議

事業名 概要

0住民健康診断

職員定期健康診断

項　　目

安全対策について問題点を指摘した。

職員の健康管理に関する取組

臨時職員、非常勤嘱託職員のうち、居住する市町村の健
康診断を希望した者が受診した。

基本健診

基本健診

84

232

・市川三郷町安全衛生委員会の活動を通じて、職員の安全衛生に関する
啓発を職場内ネットワークを通じて行った。

0.00%93 －－－ 0

－－－

公費負担率

概要

基づき、公務員としての自覚行動に
地方公務員法、町職員服務規程等に

会費

0.00%

-

共済組合からの助成により、人間ドックを希望する者が
自己負担で受診した。

互助会名

市川三郷町職員互助会

会員数

人間ドック

平成１９年度以降、互助会等への公費負担は無し。

職員の健康管理に関する周知

・管理職を対象に部下のメンタルヘルス予防や発生した際の対応研修を実施

任命権者 取組内容

65『呼ぼうプロジェクト』 希望者職員間で調査・研究・討論を行い、具体的な
ＰＲ事業を計画・実施

防災担当者、広報担当者、人事担当者、土木担当者、福祉担当者

市川三郷町に人を 本町における定住・交流人口の増加を目的に

OJT指導者育成研修 該当職員職場内のOJT指導者の育成

町長
職員への周知方法

先進施策調査研修 職員地域の防災力向上コース（兵庫県神戸市、愛知県岡崎市）

対象職員
内　　　　　容

参加者数
（階層等） （人）

山梨県市町村研修所

議会議長
教育委員会

改革及び能力開発を進め、時代に適応した人材の育成を推進するとともに、住民サービス

1

196

山梨県市町村振興協会 担当部署
5

希望者
研修 出張研修、自主研修

自動車運転免許証の更新状況の確認 所属長が各人の免許証を確認

階層研修、専門研修、特別研修、実務研修 該当職
員及び

区分（研修名）

の向上と住民ニーズの多様化・高度化に対応した効率的な業務体制の充実を図った。

平成１９年に策定した「人材育成基本方針」に基づき、職員研修計画を策定し、職員の意識

庁議等
庁内ＬＡＮインフォメーション

検査項目 受診者数

227

対象者数

ついて周知徹底した。

0

公費

12



１３　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２３年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

該当なし

エ　特殊勤務手当

該当なし

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

162,613

　　実質収支

△24,414

２２年度 千円

区　　分

Ａ  

千円　

総費用に占める

%

純損益又は

一人当たり給与費

（参考）２1年度平均

2,498

Ｂ　

　　　　千円

7.9

千円

12,867

30.55

（一般行政・団体平均等）

基本給

6,434

平均月収額

6,38612,867

362,100

　　計　　Ｂ

344,928

535,892

2.602.60

59.28

千円千円

33.50 41.34

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

千円

2,809

59.28

市川三郷町

59.28

23.50

47.50

59.28

30.55

41.34

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

職員給与費比率

47.50

1.35

23.50

409

59.28

33.50

２２年度

1.35

　　　　給与費 　　B/A

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２２年度に退
職した職員に支給された平均額である。

45.6

42.8

43.0

1,404

市川三郷町

１人当たり平均支給額（２２年度）

59.28

区　　分
職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 期末・勤勉手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

1,240

354,850

205

１人当たり平均支給額（２２年度）

315,050

（一般行政職・団体平均等）

316,600

事 業 者

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

一人当たり

%

8.3

　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　

める職員給与費比率

2 7,560

団体平均

市川三郷町

人 千円

　　　　　　Ａ

総費用

職員数

21年度の総費用に占

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）
14,433

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

179

358

907

1.45 0.651.45 0.65
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カ　その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成２３年４月１日～平成２６年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）市川三郷町における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →７(3)②参照

2 2 0

扶養手当

職員数

通勤手当

住居手当 同4（6）「その他の手当」を参照

職員数

100.00%

なし

24 千円

千円

平成23年4月1日 平成26年4月1日
純減数

手　当　名 内容及び支給単価 （２２年度決算）

増減なし平成23年4月1日 平成26年4月1日

始　期 終　期
数　値　目　標

計画期間

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容 （２２年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

468 千円 19,500

平均支給年額

純減率

1,000

464 19,333
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